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論文内容の要旨
本論文は､ポスト冷戦期において日本の対中国政策形成に大きな影響力を及ぼしたオピ
ニオン･メーカーが中国に対していかなるイメージを懐いていたか､また､どのような要
因がそのようなイメージ形成に働いたか､を考察するものである｡
これまでの戦後の日本の対中国政策に関する研究を見てみると､ 1972年の日中国交樹立
以前の時期を扱ったものに比べて､国交樹立後の時期を採りあげたものの数は少なく､と
りわけ冷戦終結後の日本の対中国政策を対象とする政治学的研究は､少なくとも数におい
て､相当に劣っている0本論文は､そのように従来の業績が乏しいポスト冷戦期における
対中国政策形成という問題に認知的アプローチを試みたものである｡より具体的には､本
論文は､天安門事件が勃発した1989年から江沢民が中国共産党総書記を退任した2002年
までの時期に､日本の対中国政策形成に少なからぬ影響を与えたと思われる主要なオピニ
オン･メーカ-達がどのような中国イメージを懐いていたのか､ 4つのグループに分けて
それぞれの特質を明らかにする共に､上記の時期において､中国にはかなりの激しい社会
的･政治的変化があったにもかかわらず､各グループに属するオピニオン･メーカー達が
それぞれの中国イメージを維持したことを丹念に跡付けたものである｡
以下,論文の構成に沿って､その概要を手短に述べたい｡
｢はじめに｣において､著者は､まず､日本人が懐く中国イメージという認知的要因が
日本の対中国政策形成に大きく関わっていると考えられるのもかかわらず､政治学者は､
これまでこの間題に大きな関心を払ってこなかった事実を指摘する｡その上で著者は､本
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論文の主テーマとして､ 1989年から2002年に至る日本人の対中国イメージという問題を
とりあげ､特に､日本人の中国パーセプションに大きな影響を与えてきた､オピニオン･
メーカーが､上記の時期において中国に対していかなるイメージを懐いていたかに焦点を
当てて考察したいと述べる｡そして次に､ロバート･ジャービス(Robert Jervis)の認
知的アプローチをはじめとする､オピニオン･メーカーのパーセプションの対外政策形成
への影響に関する従来の主要業績を簡潔に紹介する｡そしてさらに､本稿で実証すべき仮
説として､ ①日本のオピニオン･メーカーのポスト冷戦期における中国イメージ形成に最
も大きく働いた要因は天安門事件の衝撃であった､ ②オピニオン･メーカー達は､天安門
事件以後2002年に至るまで､ジャービスの言う｢認知的一貫性(cognitiveconsistency)｣
の働きにより､天安門事件の衝撃を受けて形成した中国イメージを基本的に変化させるこ
とはなかった､という二つを提示する｡
第1章では､まず､戦後日本の対外政策形成に働く国内要因を取り扱った従来の主な研
究を手短に紹介する｡次に､戦後日本の対中国政策形成に関するこれまでの研究の流れを
概観し､その中には､日本のオピニオン･メーカーの懐く中国イメージや､それが日本の
対中国政策形成に及ぼした影響に目を向けたものが非常に少なく､関心を向けたわずかな
研究も､認知的アプローチを用いた本格的なものではなかったと断じている｡
第2章では､日本のオピニオン･メーカーが天安門事件直後に中国に対していかなるイ
メージを懐いていたかを論じている｡ 1989年6月4日に起こった天安門事件は世界の多く
の人に大きな衝撃を与えたが､著者は､まず､日本のオピニオン･メーカーが天安門事件
の衝撃を受けて新たな中国イメージを形成したとの見解を示し､日本のオピニオン･メー
カーが天安門事件直後に本､雑誌､新聞等に発表した文章の中からかなり多数のものを採
り上げて､その内容を詳細に検討することによって上記の見解を検証している｡
そして､そこで形成されたオピニオン･メーカーの新たな中国イメージを､次の4つに
大別する｡すなわち､中嶋嶺雄に代表される｢グループ1｣に属するオピニオン･メーカ
ーは､現在の中国の社会主義体制は､中国の経済発展･民主化を阻害するものである､現
在の体制下では､政治改革が不可能なばかりでなく､経済発展も行き詰まりを見せており､
大衆は中国の現体制の崩壊を願う潜在的反体制勢力である､との見解を懐いている｡毛里
和子や国分良成等に代表される｢グループ2｣のオピニオン･メーカーは､これまで経済
発展は順調に進んできたが､政治改革はあまり進んでおらず､民主化が中国における今後
の緊急の課題になっており､大衆も現体制下での民主化を求めている､との見解を持つ｡
香西泰に代表される｢グループ3｣のオピニオン･メ-カーは､中国の現体制はこれまで
の経済発展を主導してきたばかりでなく､今後､政治改革を進める能力を有しており､大
衆も民主化よりは豊かな生活に関心が卒る､との見解を有する｡そして｢グループ4｣の
オピニオン･メーカーは､マルクス主義者の立場から､中国の現体制が真の社会主義から
逸脱し.大衆の利益･意見に反するものとなっているとの批判的見解を示す｡
第3章､第4章では､それぞれ､ 1989年の天安門事件から1997年の郵小平死去までの
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時期､郵小平死去から2002年の江沢民の共産党総書記退任までの時期において､上記の4
つのグループに属するオピニオン･メ-カーがどのような中国イメージを懐いていたかを､
非常に多数の文献にあたって､その時々の政治･経済情勢の変化に沿いながら､丁寧に辿
っている｡その結果､この併せて13年の期間において､中国経済は飛躍的成長を遂げ､
少なくとも外見上は社会が大きく変化したにもかかわらず､上記の4つのグループのオピ
ニオン･メーカーは､中国に対してほぼ同一の見解を維持し続けたことを明らかにしてい
る｡
最後に､ ｢結び｣において､著者は､これまでの議論のエッセンスを簡潔にまとめてい
る｡
論文審査結果の要旨
冷戦終結以後の日本の対中国政策形成という､国際政治学､外交論でこれまでの実績が
乏しいテーマを採り上げ､これに認知的アプローチによって本格的に取り組んだという点
に本論文の第一の意義が認められる｡
本論文が主な考察対象としたのは､ 1989年から2002年に至る時期において､日本のオ
ピニオン･メーカ-がどのような中国イメージを懐いていたか､という問題である｡著者
は､この間題を解明するために､かなり長期にわたる上記の期間において､日本の有力な
オピニオン･メーカーが本･雑誌･新聞等に発表した極めて多数の文章を丁寧に分析し､
その結果､この時期のオピニオン･メーカーの中国イメージは4つに大別できることを明
らかにし､それぞれの特質も明快に提示している｡このように､本論文は､大変な労作と
言うべきあり､また､高い水準の学問的成果を収めていると評価できる｡
本論文で､著者は､ 4つにグルーピングされる日本のオピニオン･メーカーが天安門事
件によって大きな衝撃を受け､新たな中国イメージを形成するに至ったこと､しかも､そ
のようなイメージは､同一の事件を主な契機として形成したのもかかわらず､非常に多様
性に富んでおり､多数の相対立する要素を含んでいることを明らかにしている｡そして､
著者は､ 1989年から2002年までの時期において､それぞれのオピニオン･メーカーが､
天安門事件をきっかけに懐いた自らの｢対中国原イメージ｣を､基本的に修正することな
く維持し続け､その結果､ 2002年においても､日本のオピニオン･メーカーたちが中国に
対しで懐く見解は､相変わらず多様なままであり､一つに収欽する傾向は見出だせない､
との結論を示している｡これらの見解は､たとえば､日本が近年､明確で一貫性を持つ対
中国政策を打ち出せないでいるのはなぜか､というような重要な政策論的考察にも大きな
示唆を与え得る､非常に独自性のある興味深いものと言えよう｡
もっとも本論文は､論文提出期限までの限られた時間で､相当の数のオピニオン･メー
カーの非常に多数の論稿を扱った結果､叙述が整理しきれず､議論が単調になったり､や
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や繰り返しが目立つところもある｡又､広範囲にわたる多くのオピニオン･メーカーに目
配りができた半面､個々のオピニオン･メーカーがどのようにして何故そのような中国イ
メージを懐いたのかという問題の解明は､掘り下げが必ずしも十分に行われていないきら
いがある｡しかし､本論文が､著者にとっては､修士論文に次ぐ､ 2番目の本格的論稿で
あるに過ぎない点､また､著者が本論文で示したように非常に努力家であり国際政治学の
高い分析能力を有している点を考慮するならば､ここで指摘したような問題点は今後速や
かに克服していくものと見込まれる｡
以上述べたところから､本論文は､学問的に独自の､又､大きな寄与をなすものであり､
著者が今後国際政治学の研究者として大成し､その分野における日中間の学術交流におい
ても大きな役割を果たすとの強い期待を持たせるものである｡よって､本論文を､博士(法
学)の授与に値するものと認める｡
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